チャランケ通信　第104号　2015年3月３０日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　東京では、例年より3日早く先々週のうちに桜の開花が宣言され、この分では札幌も4月末ごろになるのだろうか。ようやく根雪も解け始め、春の待ち遠しい今日この頃の札幌である。統一自治体選挙が始まったのだが、なんとも盛り上がりに欠けているようだ。
　ＮＨＫ朝ドラ「マッサン」、好評の裡に終了へ
　NHKの連続テレビドラマ「マッサン」も、とうとう２８日で終わった。昨年の10月から半年間、150回にも及ぶ連続ドラマは、日本で初めてウイスキーを創った竹鶴正孝と妻リタの波乱に富んだ物語で、ほとんど毎日テレビの前にかじりついて見てしまった。(ドラマでは別名だが、以下本名にしている)
竹鶴正孝・リタ夫妻は、北海道余市に移り住んで本格的なウイスキーづくりに入ったのだが、生産されたウイスキーはスモーキーで、日本人にはなじみのない味なためなかなか売れない。あわや倒産かと思いきや、その時、おそらく軍隊によって買い上げられるのではないかと予想し、旭川の第7師団があったので陸軍によって買い上げられるのではないかと思ったのだが、軍隊であることはズバリ当てたものの、何と海軍の指定工場になることによって経営が安定し、戦争中も生き延びるに至った。戦後の混乱期ではアメリカの進駐軍による買い上げがあり、ニッカウヰスキーとしての基礎を着々と築き上げていく。よくよく考えてみると、海軍はイギリス様式、陸軍はフランス様式だったわけで、ウイスキーへの思いは海軍の方が強かったのだろうか。
日本のアントレプレナー達の活躍、今こそ「やってみなはれ」
なんだか余市を舞台にした後半は、戦時経済の下でのウイスキーづくりが中心になり、リタの故郷であり竹鶴正孝が学んだスコットランドによく似た北海道と言う、広大な風土を背景にしたドラマとしての展開を期待したものにとって、やや期待外れになったのは残念であった。それでも、このマッサンと言うドラマを貫いているのは、「やってみなはれ」というアドベンチャー精神に貫かれた正孝とリタの生涯であり、アントレプレナーシップに富んだ創業者たちの努力する姿であった。そうした観点から、サントリーの創業者であった鳥井信次郎の姿勢にも、なかなか興味深いものがあった。時にドラマの中では、「イミテーションの鴨井」と馬鹿にされることもあったのだが、あくまでも国民が求めている味へのこだわりは、良きにせよ悪しきにせよ今日のサントリーの商品づくりのDNAとして定着しているように思える。
このマッサンには、NHKの朝ドラとしては初めて外国人の主役であるリタ役に、アメリカ人のシャーロット・ケイト・フォックスさんを起用するなど多くの力のある俳優を起用し、早くから宣伝にも力を入れてきたこともあり、視聴率も高く、時には25%の大台に達するなど広く国民に親しまれたようだ。特に、リタ役をこなしたシャーロットさんにとって、初めての日本語による舞台であり、人一倍努力が求められたわけで、日本語を理解するだけでも大変なこと、その苦労は並大抵のものではなかっただろう。日本での評価が高かったこともあるのだろうか、アメリカでは、ブロードウェイで演ぜられているミュージカル「シカゴ」に、主演のロキシーハート役に抜擢されることが決まったようで、今後のアメリカでの活躍にも期待したい。
日銀総裁・副総裁、つらい２０１５年４月になりそうですね
ちょっとテレビドラマの話が長すぎたようだ。いよいよ今週末には新しい年度に入る。この4月は黒田総裁以下の日銀の執行部が、2年で2％の消費者物価上昇を目指し、異次元の金融緩和政策に入って2年が経つ。皮肉なことに、先週27日に発表された2月の消費者物価指数の伸びは、消費税率3％引き上げ分2％を引くと、ゼロとなり2年前に逆戻りしてしまったのだ。もちろん、石油価格の下落が大きく影響していることは間違いないわけで、そのこと自身は交易条件の改善として日本経済にとって好都合である。石油価格の下落によって、日本経済は内需の拡大を通じて景気回復の道を辿るものと見られ、日本経済にとっては明るい情報ではある。ただ、前号でも指摘したように、2年前の黒田総裁や岩田副総裁の態度はまことにかたくななもので、何が何でもデフレからの脱却をするには、２％の消費者物価指数の上昇を勝ち取らなければならない、というものだったのだ。日銀の執行部の方たちは依然として2％と言う数値目標は降ろしていないわけで、何時までに2％に到達できるのか、はたまた一番説明して欲しいのは、期待に対する働きかけはどうなったのか、国民に分かりやすく説明して欲しいものだ。
安倍政権の安全保障政策大転換、どんな国にしようとしているのか
こうしたアベノミクスの三本の矢と言われるものへの関心もさることながら、今や国民は安倍政権の安全保障政策の動きに対して、厳しい目を向け始めつつある。
国会の方は、来年度予算案が年度内に成立せず、一時的に暫定予算を組まざるを得なくなっている。時あたかも、ちょうど統一自治体選挙の年に当たっており、来年度予算案が成立すれば選挙期間中は事実上休戦状態に入り、程なく5月連休入りとなる。かくして、5月連休明けから、国会は安全保障関連法案の審議に集中することは必至となる。つまり、安倍政権による集団的自衛権に対する新しい憲法解釈を進めて来ており、与党である公明党との間の調整も3月20日までに大筋合意するスケジュールが設定されてきた。
というのも、統一自治体選挙があることと同時に自民党の責任者であった高村副総裁の訪米（3月下旬）や、4月末に予定されているアメリカとの間の日米防衛協力のための指針（ガイドライン）改定が控えているからだ。とはいえ、3月20日までに公明党との間で大筋において合意しており、期待されたブレーキ役からは程遠い役割しか果たせなかったのだ。

連休明けからの国会、「安保国会」になることは必至
5月連休明けからは、自民・公明両党が合意した安全保障関連の法案の審議に入る。おそらく、特別委員会を設置して事実上「安保国会」になると見られているが、衆参両院ともに自公で過半数をがっちりと確保しているだけでなく、野党側の中にも集団的自衛権問題で与党側と変わらない認識を持つ政治勢力が存在しており、比較的すんなりと国会を通過してしまう事になりそうである。すでに高村副総裁は、国会の会期を1か月程度延長したい意向をアメリカで発言しており、お盆前までには通常国会は与党側の思惑通りに終わると見られている。

国会議員の政治勢力だけを見る限り、議会内の抵抗には限界がある。
それでは最近の国民の意識はどうなっているのだろうか。

国民の安倍政権の支持率、これからを厳しく見守っているようだ
内閣支持率を見ると毎日新聞の3月14，15日実施した電話調査によれば、安倍内閣を「支持する」と答えたのは44％で、「支持しない」は34％。その1週間前のＮＨＫの電話調査も、「支持する」は46％で、「支持しない」は37％だった。支持と支持しないとの差は10％程度しかないわけで、意外と接近しているのだ。これから露骨に安倍カラーが前面に出始めれば、この数値も大きく変わってくることも在り得るわけで、盤石の体制とは言えないようだ。
それも当然の話であり、戦後「平和主義」を維持してきた憲法解釈を大きく変えて、「普通の国」による「戦争の出来る国」へ、国会答弁で自衛隊をはじめて「わが軍隊」と表現した安倍総理の発言など、最近の憲法に対するあまりにも身勝手で一方的な解釈に基づく軽々しい言動は、心ある国民の不安や批判を招くことは必至なのだ。

ところで、あの政治資金の改革問題は一体どうなったのか
話は変わるが、一体全体、政治資金の話はどうなったのだろうか。補助金を支給を受けている企業からの献金を禁止しているにもかかわらず、多くの与野党の政治家が堂々と政治献金を受けていたわけで、この機会に国民との約束である企業・団体からの政治献金の禁止をしっかりと前進させていくべきだろう。

政策は正しさが創るのではなく、力が創るのだ、現代社会は経済力があるものが支配しつつある現実
ただ、問題は表面的な企業団体献金の禁止だけでは解決できない大問題がある。それは、ピケティ教授が『21世紀の資本』の中でも指摘していることなのだが、今の社会で進展している政策の流れは官僚主導の審議会などでの議論を通じ、法案化され国会にかけられて審議され、衆参両院を可決して予算や法案が成立し実現していく。そうして流れの中で、主として経済力を持つ勢力が大きな力を持つことになり、マスコミに流布する政策に対する影響力を行使し始める。それは、力を持つ経済界にとって有利な発言をしてもらえる学者・専門家を登用したり持ち上げたりして、あたかもその学者・専門家の言説こそが正しいものだと世論を押し上げ、本来の正しい考え方を持つ学者・専門家を少数派に陥れてしまう事が起きうるのだ。さらに、本来中立的であるべきエリート官僚は、自分たちの思いで政策を創ろうとして力を持つ経済界などと連携し、手練手管を弄しながら結果として国民不在の政策を創ってしまう事になってしまうのだ。
アメリカ連邦最高裁判所、個人献金の上限設定は憲法違反だ
アメリカの連邦裁判所の判決の中で、個人による政治献金の上限を設けることは憲法違反だとして、これからは無制限の政治献金が認められるのではないかと心配されている。ただでさえ、巨額の寄付金をする超富豪の政治力が高まっている中でのこうした連邦裁判所の判決が及ぼす悪影響は、はかり知ることのできないものである。日本では、未だそのようなレベルには及んでいないのかもしれないが、マスコミに対する政治権力の介入の動きはまことに深刻化しつつある。その背後に、巨額の政治資金を差配できる超富豪や巨大企業群のうごめきが、未来の日本の姿を自分たちの狭い利害だけを中心に形成しようとしているのではないか。そういう政治資金の動きにも、我々はしっかりと目を向けていく必要がありそうだ。                           
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